
（仮称）友寄県道 48号線沿道地区区画整理検討業務 

公募型プロポーザル実施要項 

本要項は、（仮称）友寄県道 48 号線沿道地区区画整理検討業務の契約に先立ち、事業者を公募

型プロポーザル方式により選定するための手続に関し、必要な事項を定めるものです。 

1 目的 

本業務は、（仮称）友寄県道 48 号線沿道地区土地区画整理事業（以下、「本地区」という。）

の実現可能性調査を行う上で必要となる基礎資料（土地利用計画案、概算事業収支、概算減歩

率、増進率等）を整理することを目的として実施する。 

 

2 業務概要 

⑴ 業務名 

（仮称）友寄県道 48 号線沿道地区区画整理検討業務 

⑵ 業務内容 

別添「（仮称）友寄県道 48 号線沿道地区区画整理検討業務仕様書」のとおり。ただし、契

約時における仕様書については、企画提案に応じて、八重瀬町との協議により決定します。 

⑶ 履行期間 

契約締結の日から令和９年３月３１日まで 

⑷ 提案限度額 

提案限度額は、金７，４８０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）とします。 

※上記金額は、事業規模を示すための額であり、予定価格及び契約金額ではありません。た

だし、提案額(参考見積額)が提案限度額を超過した場合は、失格とします。 

3 参加資格要件 

⑴ 本件公募に参加できる者は、次に挙げるすべての要件を満たす法人とします。なお、参加

資格基準日は、公募型プロポーザル参加申込書(第１号様式)の提出日としますが、参加資

格の確認の日から契約締結の日までの間に当該要件を欠く事態が生じた場合は、失格とし

ます。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者 

② 国税及び地方税の滞納がない者 

③ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申立てがなされている

者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申し立てがなさ

れている者（再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に規定

する暴力団若しくはその構成員又はそれらの利益となる活動を行う団体でないこと。 

⑤ 沖縄県内に本店、支店又は営業所があること。 



⑥ 土木関係コンサルタント業務における「都市及び地方計画部門」に登録を受けている者で

あること。 

⑦ 本業務における管理技術者、照査技術者を定め従事させること。なお、管理技術者及び照

査技術者は以下の要件を満たすものでなければならない。 

技術士(建設部門「都市及び地方計画」又は総合技術監理部門「建設一都市及び地方計

画」)及び土地区画整理士の有資格者で、20 年以内に土地区画整理業務に従事した実績を

有するもの 

⑨ 過 20 年間に企業誘致を伴う土地区画整理事業又は土地利用事業の実績を有すること 

⑩ 土地区画整理事業における土地共同利用又は土地利用調整業務の実績を有すること 

⑪ 過去 20年間に業務代行方式による組合施行土地区画整理事業の参画もしくは事業計画又は

資金計画策定業務の実績を有すること 

⑵ その他 

同一法人が、複数の企画提案をすることはできないものとします。 

4 応募方法 

⑴ 日程（予定） 

内 容 期 間 等 

公募開始 令和８年８月  ４日（火）１２時 

質問提出期限 令和８年８月１０日（月）１２時 

質問回答日 令和８年８月１２日（水）１５時までに 

審査書類の提出期間 
令和８年８月 ４日（火）１２時～ 

令和８年８月１８日（火）１２時 

一次審査結果通知 令和８年８月２０日（木）１５時までに 

二次審査（プレゼンテーション、ヒアリング等） 令和８年８月２４日（月）１４時 

二次審査結果の通知 令和８年８月２５日（火）１５時までに 

受託候補者と契約に係る協議・契約締結 令和８年８月２６日（水）以降 

 

⑵ 応募方法 

参加を希望する者は、以下の審査書類を提出してください。様式等については、本町ホーム

ページよりダウンロードしてください。 

⑶ 審査書類 各９部（正本１部、副本８部） 

① 参加申込書等 

ア 公募型プロポーザル参加申込書(第１号様式) 

イ 企業概要書（第２号様式） 

ウ 履歴事項全部証明書（発行から３か月以内のもの。コピー可） 

エ 法務局に登録してある法人の印鑑証明書（発行から３か月以内のもの。コピー可） 



オ 国税及び地方税納税証明書（発行から３か月以内のもので、滞納がないことを示すもの

に限る。コピー可） 

カ 前事業年度の決算書類（貸借対照表、損益計算書）コピー可） 

キ 業務実績調書（第３号様式） 

ク 業務実施体制調書（第４号様式） 

ケ 技術者調書（第５号様式） 

コ 技術者実務経験調書（第６号様式） 

サ 誓約書（第７号様式） 

シ 建設コンサルタント登録証明書（コピー可） 

② 企画提案書（第８号様式） 

ア 企画提案書には「⑴ 業務の実施方針」「⑵ 業務の実施体制」「⑶ 業務のフロー及

び業務工程」「⑷ 評価テーマ：事業を円滑に進めるための方策及び本地区において、

大街区（共同利用）による企業誘致を実現するための方策ついて」について記載してく

ださい。また、枚数については、Ａ４用紙片面５枚以内で分かりやすく具体的に記載し

てください。 

イ 参考見積（任意様式） 

（ⅰ）具体的な積算内訳を記載してください。 

（ⅱ）見積金額は、消費税及び地方消費税を含んだ額としてください。 

⑷ 提出方法等 

① 提出方法 

持参又は郵送（郵送の場合は、受取日時及び配達されたことが証明できる方法とし、提出

期間内消印有効とします。持参の場合は、土曜日、日曜日、祝日を除く午前９時から午後

５時までに持参してください。ただし、正午から午後１時を除きます。） 

② 提出期間 

令和８年８月４日（火）～令和８年８月１８日（火）１２時まで 

③ 提出場所 

「8 プロポーザル担当課」に提出 

⑸ その他 

① 提出期限に遅延した場合は一切受付けません。 

② 審査書類提出後は、追加、修正を一切認めません。 

③ 参加申込みに際して取得する個人情報は、本業務関係事務のために収集するものであり、

事務の目的外の利用、保有については、八重瀬町個人情報の保護に関する法律施行条例に

より制限されます。 

④ 審査書類の作成に要した費用は、全て応募者の負担とします。 

⑤ 提出された審査書類については、優先交渉者及び次点優先交渉者の選定以外の目的では使

用しません。また、選考を行う作業に必要な範囲において、複製を行うことがあります。 



⑥ 審査書類を提出した後に辞退する場合は、辞退届（第１０号様式）を提出してください。

（提出先は「8 プロポーザル担当課」参照） 

⑺ 質問回答 

本業務の内容や審査書類に係る質問がある場合は、質問書（第９号様式）に要旨を簡潔にま

とめ、以下の受付期間中に担当部署へ電子メールで送信してください。その場合の件名は

「【会社名】（仮称）友寄県道 48号線沿道地区区画整理検討業務公募型プロポーザルに係

る質疑」としてください。 

※電話及び直接来庁による質問には応じません。 

① 質問書提出期限 

令和８年８月１０日（水）１２時まで 

※期限を過ぎた質問は受け付けません。 

② 提出先 

「8 プロポーザル担当課」参照 

③ 回答方法 

ア 質問に対する回答は、令和８年８月１２日（水）１５時までに本町ホームページ内に掲

載します。 

イ 回答の内容は、本実施要項等の追加・訂正として取り扱うものとします。審査書類はこ

の内容を踏まえて提出してください。 

ウ 質問及び回答は、本実施要項及び仕様書に関するものとし、それ以外のものや、審査及

び評価に関する質問、単なる意見表明と解されるものには回答しません。 

5 選定方法 

優先交渉者及び次点優先交渉者の選定については、「（仮称）友寄県道 48 号線沿道地区区画整

理検討業務公募型プロポーザル審査委員会」（以下「審査委員会」という。）を組織し審査を

行います。ただし、審査内容については公表しません。 

⑴ 一次審査 

本実施要項の別紙「評価基準」に基づき、提出された審査書類で審査を行い、最低基準点を

超えた上位３者程度を二次審査の対象者として選定するものとします。 

⑵ 二次審査 

① 審査方法等 

本実施要項の別紙「評価基準」に基づき、プレゼンテーション審査を行い、総合的に評価を

行った上で、最も高い評価となった者から順に優先交渉者及び次点優先交渉者を選定しま

す。 

プレゼンテーション審査の時間は、各応募者４５分（準備５分、提案２０分、ヒアリング２

０分）以内とし、プレゼンテーション審査への参加人数は３名以内とします。（説明は、や

むを得ない場合を除き、本業務を受託した場合の管理技術者又は担当技術者が行ってくださ

い。） 

※大型モニター及び HDMIケーブルは町で準備しますが、パソコンその他の必要な機器は、



応募者で準備してください。 

⑶ 審査結果の通知 

① 一次審査結果については、令和８年８月２０日（木）１５時までに電子メールで通知しま

す。 

② 二次審査結果については、令和８年８月２５日（火）１５時までに電子メールで通知しま

す。 

※上記審査結果に対する疑義や異議には応じられませんので、予めご了承ください。 

⑷ 優先交渉者との協議 

審査書類及びプレゼンテーションの内容に基づき、本町と優先交渉者にて仕様書及び見積書

等の契約内容に関する協議を行います。その後、協議により合意した場合は、八重瀬町契約

規則に基づき契約を締結します。 

なお、優先交渉者との協議において双方が合意に至らなかった場合には、次点優先交渉者と

協議を行うものとします。 

6 失格要件 

次に掲げる項目のいずれかに該当する場合は、失格とします。 

① 審査書類に虚偽の記載があった場合 

② 参加資格を有していないことが判明した場合 

③ 審査の公平性を害する行為があった場合 

④ その他企画提案に当たり著しく信義に反する行為等があった場合 

⑤ 二次審査において指定した日時にプレゼンテーション及びヒアリング会場に出席しなかっ

た場合 

⑥ その他審査委員会が失格にあたる事由があると認めた場合 

7 その他 

⑴ 本要項に定めのない事項は、地方自治法、同施行令及び本町契約規則等の関係諸法令に定

めるところにより処理します。 

⑵ 審査書類の作成及び提出、その他本件プロポーザルへの参加に係る一切の費用は応募者の

負担とします。また、提出された審査書類は、正本 1 部については返却しませんが、副本 8

部については希望者に限り返却し、希望がない場合は破棄します。 

⑶ 応募者が 1 社の場合においても、本公募は成立したものとします。 

⑷ 企画提案書の著作権は、応募者に帰属します。ただし、本業務の成果物の所有権、著作権

及び利用権は、町に帰属します。 

⑸ 町がやむを得ない理由があると判断した場合は、この公募型プロポーザルを中止する場合

があります。この場合において、参加等に関する費用は応募者の負担とします。 

⑹ 審査書類は本事業の目的以外に無断で使用しないものとします。ただし、公平性、透明性

を期すために八重瀬町情報公開条例等の関連規程に基づき公開することがあります。 



⑺ 電子メール等の通信事故については、本町はいかなる責任も負いません。 

⑻ 使用する言語は日本語、通貨単位は日本円とします。 

8 プロポーザル担当課 

本プロポーザルの担当課は、以下のとおりです。 

〒９０1－０４９２ 

沖縄県島尻郡八重瀬町字東風平１１８８ 

八重瀬町 企画財政課 企画観光統計班（八重瀬町役場 2 階） 担当：本村（もとむら）、

古波津（こはつ） 

電話：098-998-2668（直通） E-mail: kikaku@town.yaese.lg.jp 
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（別紙） 

（仮称）友寄県道 48号線沿道地区区画整理検討業務 

１次（書面）審査評価基準 

評価項目  評価の着目点 

企業の経験

及び能力 
資格要件 

［技術部門登録］ 

当該部門の建設コンサルタント登録等 

・当該業務に関する部門（都市及び地方

計画部門）の登録 

・令和 7・8年度の八重瀬町測量及び建設

コンサルタント等業務入札参加資格者名

簿の土木関係建設コンサルタント業種の

都市及び地方計画部門登録 

 専門技術力 

［成果の確実性］ 

過去 20年間の同種又は類似業務等の実績

の内容 

地方公共団体における土地区画整理事業

に関する事業化検討業務実績 

※最大 3件 

 事業推進力 
［事業の実行性］ 

過去 20年間の実績 

・組合施行土地区画整理事業における業

務代行者実績 

・業務代行予定者としての参画実績 

※最大 3件 

 専門技術力 
［土地利用実現力］ 

過去 20年間の実績 

・企業誘致を伴う土地利用実現検討実績 

※最大 3件 

 経営力 
［履行保証力］ 

自己資本比率 
 

予定管理技

術者の経験

及び能力 

資格要件 
［技術者資格等］ 

技術者資格等、その専門分野の内容 

・技術士（都市及び地方計画） 

・土地区画整理士 

 専門技術力 

［業務執行技術力］ 

過去 20年間の同種又は類似業務等の実績

の内容 

対象期間に完了した同種・類似業務の実

績 

※最大 3件 

 情報収集力 

［地域精通度］ 

過去 20年間の沖縄県内での業務実績の有

無 

過去 20年間に完了した沖縄県内における

都市の開発・計画・調査に係る業務実績 

※1件 

予定照査技

術者の経験

及び能力 

資格要件 
［技術者資格等］ 

技術者資格等、その専門分野の内容 

・技術士（都市及び地方計画） 

・土地区画整理士 

 専門技術力 

［業務執行技術力］ 

過去 20年間の同種又は類似業務等の実績

の内容 

対象期間に完了した同種・類似業務の実

績 

※最大 3件 

 情報収集力 

［地域精通度］ 

過去 20年間の沖縄県内での業務実績の有

無 

過去 20年間に完了した沖縄県内における

都市の開発・計画・調査に係る業務実績

の実績 

※1件 

※同種業務とは、土地区画整理事業に関する事業化検討業務とする。 

※類似業務とは、同種業務以外の土地区画整理事業に関する調査及び設計業務とする。 

 



 

（仮称）友寄県道 48号線沿道地区区画整理検討業務 

2次（プレゼン）審査評価基準 

評価項目  評価の着目点 

実施方針 業務理解度 
目的、条件、内容の理解度が高い場合に優

位に評価する。 

実施フロー 実施手順 
実施体制及び業務実施手順を示す実施フロ

ーの妥当性が高い場合に優位に評価する。 

実施体制 

業務工程 
 

実施体制及び業務量の把握状況を示す業務

工程計画の妥当性が高い場合に優位に評価

する。 

評価テーマに対する技術提案 的確性 
地形、環境、地域特性などの与条件との整

合性が高い場合に優位に評価する。 

  

着目点、問題点、解決方法等が適切かつ論

理的に整理されており、本業務を遂行する

にあたって有効性が高い場合に優位に評価

する。 

 実現性 
提案内容に説得力がある場合に優位に評価

する。 

  
提案内容を裏付ける類似実績などが明示さ

れている場合に優位に評価する。 

 独創性 独自提案等について評価する。 

参考見積  業務コストの妥当性 

プレゼンテーション 

提案意欲 

 


